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はじめに ―新たな時代にふさわしい自治体をめざしてー 

 

戦後５０年以上続いた社会経済システムの構造を大きく見直していくことが国、地方に

求められている中、わが国における改革のトップランナーをめざして、大阪府では平成 

１３年９月に「大阪府行財政計画(案)」を策定し、スピードある改革に取組んできました。

平成１６年度までの３年間で取組んできた本府の行財政改革は、計画の見込みを大幅に上

回る実績をあげています。 

一方で、民間との協働や施策の重点化などを通じて、工夫を凝らしながら、中小企業支

援、安全なまちづくり、教育・子育てなど、大阪の将来のために必要な投資を行ってきま

した。 

計画策定から３年。府は、大きな課題に直面しています。 

経済や雇用に関する指標が回復基調を示し始めるなど、景気にはようやく明るい兆しが

見えてはきましたが、長引く景気の低迷は未だ大阪に大きな傷跡を残し、経済活動が真に

力強いものになったとはいえない状況にあります。府の財政もこれまでの取組にもかかわ

らず、このまま推移すると平成１９年度には財政再建団体への転落が危ぶまれる状況です。 

また、府民の将来や生活に対する不安感はこれまでの取組だけでは、まだまだ完全に払

拭できているとはいえません。 

府政のあり方そのものを、再度問い直します。 

国・地方を通じた行財政改革は、行政がもつ継続性や公共性などから、民間企業の改革

と比べ、内容・スピードともに十分ではないといわれています。 

このため、これまでの取組を十分に検証し、その上で「府はどうあるべきか」という原

点にもう一度立ち返らなければなりません。また、住民の自立、自助を基本として、地域

や行政への参画のあり方についても考えていかなければなりません。そして、行政の権限

や規制が、地域社会の活性化を阻害しているのではないか、府の果たすべき役割とはどう

あるべきかなどの観点から、府政のあり方そのものを再度問い直していきます。 

府政改革の先にあるものは、府民満足度の最大化です。 

府政改革がめざすものは、単なる縮小均衡ではなく、府民の暮らしと地域社会において

夢と安心感を抱くことができる展望をしっかりとお示しし、地域におけるあらゆるプレイ

ヤーとの協働と連携をすすめながら、府民の暮らし満足度を最大化することです。 



府は、さらなる行動をおこします。 

こうした認識のもと、府が直面している課題を真摯に受け止め、抜本的な府政改革に取

組みます。財政再建団体へ絶対に転落させないことはもちろん、府民、地域の総力で活力

ある大阪再生を果たし、「アジアの中の大阪」、「住む人が安心できる大阪」の実現をめざ

した、さらなる行動をおこします。 

また、「大阪府行財政改革有識者会議」を積極的に活用し、今後の改革の方向性や府政

のあり方について、さらに深く掘り下げていきます。 

持続可能な地域・自治体経営モデルを発信し、日本の再生をリードします。 

こうした府政改革に対する強い意志と果敢な行動を府民の皆さんにお示しし、皆さんの

府政への参画やご意見を頂きながら、新たな時代にふさわしい自治体経営を確立していき

ます。そして、持続可能な地域・自治体経営の新たなスタンダードモデルとして、全国に

発信し、日本の再生をリードしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 


